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下記のとおり、行政視察・講演会等に参加しましたので、報告します。 

 

記 

 

１．実 施 日   令和５年２月７日（火）～平成５年２月９日（木） 

           （３日間） 

 

 ２．調査市及び主な調査項目(詳細については別紙のとおり) 

  

     (１)熊本県山鹿市（令和５年２月７日（火曜日）） 

          学校規模適正化への取組について 

 

        (２)熊本県天草市（令和５年２月８日（水曜日）） 

          移住定住対策について 

 

        (３)長崎県長崎市（令和５年２月９日（木曜日）） 

          長崎市ＤＸ推進計画について 



 

 

別紙 

視察先：熊本県山鹿市（令和５年２月７日（火曜日）１３：３０～１５：００） 

【視察目的】学校規模適正化への取組について 

赤穂市立小・中学校では、令和２年度から基準に照らせば複式学級に該当する小学校が

１校ある。令和３年度も１校増え、また令和５年度には２校増え計４校が複式学級に該

当する。 

しかし、赤穂市では県の加配と市の学習指導員を活用し複式学級の解消を行っている。 

 赤穂市の出生数が２００名を切るのも近い将来である。学校再編を含め規模適正化につ

いて検討し、長期的な方針を示す時期ではないかと思う。 

 そのための知見を得るために小中学校規模適正化の先進地である山鹿市の視察を行っ

た。 

  

【説明、取組内容】山鹿市立小・中学校規模適正化の在り方について 

（１）規模適正化の経緯 

・山鹿市では平成１７年４月に実施された１市４町の合併から山鹿市立小・中学校での

規模適正化の動きが相次いで検討される様になり、平成２５年４月から学校の再編が

実施の方向に進んだ。 

・５校の小学校の再編では全校生徒６３４人と全校生徒４７人の小学校を統合し、３小

学校（全校生徒数４８人・１０９人・９８人）を１小学校に統合し、校舎及びプール

を新築する。平成２５年当時全校生徒１５６人であったが令和５年４月では全校生徒

数は１２１人と少子化が一段と進んでいる。 

 

・平成２８年４月には３校の小学校が再編され、全校生徒数が２５４人体制となった。

しかし、令和５年４月現在では全校生徒数は２０１人と減少している。校舎は改築さ

れ併設していた給食センターも改築して利用されている。 

 

・平成２９年４月には４校の小学校が１校に統合され全校生徒数は３０７人となった。

令和５年４月での全校生徒数は２６０人となっている。教室棟を増築し、既存校舎及

び運動場は改築された。 

 

・令和２年４月にも小学校の再編が進み、３校の小学校が１校に再編された。平成２０

年４月当時の全校生徒数は５００人であったが、令和５年４月では４５６人と僅かな

減少傾向が進んでいる。校舎や屋内運動場は改築されたようだ。 

 

・令和５年４月には平成２５年４月に再編された２小学校が統合され山鹿市最大の全校

生徒数７９２人の大規模校となった。山鹿市は平成２１年１月から現在まで小学校の

再編を行い２０校の小学校を８校に再編している。 

 

・中学校の規模適正化では６校であったものが５校に再編された。 

中学校の平成２０年４月当時の全校生徒数は８４６人であったが令和５年４月での全

校生徒数は７１３人と減少傾向は続いている。この再編では既存校舎やその他の施設

を利用することで経費の削減を行った。 

 

（２）山鹿市での複式学級状況 

・平成１８年～川辺小学校、山内小学校   

・平成１９年～岳間小学校 



 

 

・平成２１年～平小城小学校         

・平成２２年～岩野小学校 

・平成２５年～内田小学校   

・令和２年～三岳小学校などで複式学級が進められている。 

 

（３）小学校・中学校での通学路問題 

遠距離通学の状況（令和４年１月現在） 

・小・中学校規模適正化は経費削減を重視することなく、児童生徒の勉学向上や環境整

備を良くするため進められた。その為、遠距離通学の状況調査を行い通学対策を考え

た。 

・一般的に小学校では４km以上、中学校では６km以上の場合はスクールバス・ジャ

ンボタクシーでの通学手段である。また、距離制限なしで自転車通学を推奨してい

る。鹿本中学校校区での小学生は４km以上がスクールバス・ジャンボタクシーを利

用である。鹿本中学校は２km以上は自転車通学を推奨している。 

・米野岳中学校生徒は距離の制限は無く、自転車通学を推奨している。 

・スクールバス運行状況では山鹿小学校は４路線、鹿北小学校は２路線、菊鹿小学校は

２路線、鹿本小学校は４路線、めのだけ小学校は７路線で運行している。 

山鹿中学校は３路線、鹿北中学校は１路線、菊鹿中学校は１路線で運行いている。 

・スクールバスは山鹿市が購入し、１学校に１台から多い学校では４台を貸与してい

る。スクールバスは全体で２４台を利用している。維持経費的には大きな財政負担と

なっている。登下校時の運行は民間委託を行った。 

 

（４）山鹿市立小中学校規模適正化のステップ 

①山鹿市立小中学校再編検討委員会をＨ１８.６～Ｈ２０.１立ち上げ 

②学校規模適正化等の協議会（Ｈ１９.１～）学校関係者等２０名で提言書策定（Ｈ２０.３） 

③教育委員会が提言 

④基本計画書案の策定（パブリックコメント） 

⑤教育委員会承認（Ｈ２１.１） 

⑥市長・副市長へ説明 

⑦市議会へ説明 

⑧優先順位の高い地域から小学校区単位で説明会を開催 

⑨統合準備委員会の設置（構成・所管事務等） 

⑩統合校の整備（用地測量・地質調査・設計・工事） 

⑪統合校の開校 

どちらかと言えば教育委員会主導で再編を進めていたようだ。 

 

（５）廃校施設の利活用状況（実績） 

・山鹿市では１１校廃校となった。その跡地利用計画も的確に行われている。 

・Ｈ２５.３月に廃校となった小学校は解体し社会教育施設として地区のコミュニティセ

ンターを建設し、体育館・運動場はＨ２５年に社会体育施設として活用され、地区の

コミュニティセンターとして活用している。 

・他の小学校でもＨ２６年に地域団体ＮＰＯ法人に貸与されたり民間移譲されたりして

活用されている。１１校中８校が利活用されており、廃校後もそこそこ利用されてい

る。 

 

 



 

 

【所感】 

A 

・小学校の統廃合のメリットについては、経費の削減と教育の充実が考えられる。しか 

し、山鹿市での統廃合では経費の削減効果はあまり無かったようだ。子供の教育にと 

って小規模校（複式学級）が良くないというのは思い込みかもしれない。小規模校で 

も運営の仕方によってはその欠点が補える可能性もあるのではないか。但し、教員の 

数が減るから統廃合に反対という議論は論外であると思う。 

B 

・山鹿市では少子化が続く中、複式学級の発生や１学年１学級といった小規模校、２０

人に満たない小規模学級が増加したことから、教育委員会と地域が一体となり積み重

ねた議論の中で提言を尊重し、学校規模適正化に向けて再編されていた。 

・驚いたのは、廃校になった施設の利活用である。行政活用・民間活用・民間移譲・地

域活用され、８校の廃校施設の利活用がされている。長い間地域の学校として親しま

れてきた学校再編は将来を担う子どもたちにとってより良い教育目標となり、地域の

人が一丸となり支えた結果と感じたが、施設維持管理費の財源に課題があると感じ

た。赤穂市においても人口減少を見据えて参考にすべきと感じた。 

Ｃ 

・教育委員会や教育長が主体で小中学校規模適正化を生徒児童の為に再編を進め、２０

校の小学校を８校に再編、また、中学校では６校を５校に再編を行っており、教育長

並びに教育委員会の動向について感銘を受けた。 

・１１校が廃校になったが民間移譲等の利活用が８校で行われていたことは、多大なる

経費削減になったのでないかと考える。 

・学校への通学に関しても、ジャンボタクシーやスクールバスを山鹿市が２４台購入

し、運転手などは民間委託で実施されている。生徒児童の通学での足の確保と安全確

保が図られ、良いと思った。 

Ｄ 

・赤穂市でも出生数が２００人を切るのは時間の問題である。山鹿市が早期に学校の統

廃合を検討したのは、合併を経験したことも大きいと思う。山鹿市の学校統廃合の経

緯を見てみると計画から実施まで１０年近い期間をかけている。話を聞いてみると統

廃合される地元の抵抗はそれほどなかったとのことであった。それでも将来人口の予

測から通学方法、廃校になる校舎の再利用など慎重に検討すればそれくらいの時間は

かかるということだろう。赤穂市も統廃合ありきではなく、将来の教育の在り方をど

うするかという方向で検討を始める必要があるのではないか。 

 

 

【説明職員】 

山鹿市教育委員会 教育部学校施設課 渕上邦広 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     



 

 

視察先 熊本県天草市（令和５年２月８日（水曜日）１３：００～１５：００） 

【視察目的】移住定住対策について 

赤穂市では令和３年１０月にあこう魅力発信基地（DMO）を庁舎内に開設し、多様な関

係者と連携し、移住定住対策に対する仕組みの構築が始まったばかりである。 

本年から赤穂市移住・定住戦略のコアバリューとして自然の豊かさ・子育て環境都市の

利便性を兼ね備えた、コンパクトシティである、という事を打ち出し、戦略方針としてい

る。当市の移住・定住のターゲットは、２０代・３０代をメインターゲットに置き、サブ

ターゲットは、６０代以上のシニア層を設定している。 

移住定住のコアバリューにマッチした自然・子育て環境に関心の高い人々に対し、赤穂

市の魅力を訴え、訴求ターゲットのエリアは、県内主要都市を重点として設定している。 

現状の課題としては、今後は検討初期段階の人に向けたオンラインによる情報発信の強

化が求められている。 

今回、天草市の移住・定住促進計画をご教授頂き赤穂市の移住・定住の参考としたい。 

  

【視察事前質疑】 移住定住対策について 

 １，天草市の移住・定住促進施策の現状について 

（１）計画の基本的な考え方について 

（２）目指す成果・目標の数値について 

 ２，移住・定住促進施策の課題について 

（１）移住・定住のターゲットについて 

（２）情報発信の充実の考え方について 

 ３，移住・定住促進計画の施策の経過について 

 （１）新たな取り組みについて 

 

【説明内容】 

１，天草市の移住・定住実績 

① 市の支援制度を活用した移住者数 ４７２組（８２４人） 

  

② 移住者の移住前のエリア：関東１６１人、関西９０人、中京５３人、九州１９３人 

県内２８７人、その他４０人 

   移住者の年齢層：６０歳未満が約７２％を占める 

 

③ 移住者年齢層：１９歳未満１７２人、２０～３９歳２２９人、 

４０～５９歳１８８人、６０歳以上２０２人、不明３３人 

 

④ 天草市内の移住先： 

本渡地区１５１世帯、牛深地区５１世帯、有明地区５４世帯、 

御所浦地区９世帯（空き家が少ない）倉岳地区２０世帯、栖本地区１５世帯、 

新和地区１８世帯、五和地区４１世帯、天草地区５１世帯、河浦地区２７世帯 

 

２，天草市の移住定住施策 

知る→見る・体験する→移住・定住するが施策の基礎である。 

（１）知る 

①首都圏等での移住相談会 

  ふるさと回帰フェアーや県主催の相談会への参加（年８回程度） 

②セミナー 



 

 

 市主催の他自治体との共催によるセミナー開催（年２回程度）              

③その他 

  移住・定住サイト「あまくさライフ」を設置し、移住・定住に関する情報や空き家の

情報等をまとめて、発信する。 

  サイトアクセス数: 

  平成２９年１,１９８、平成３０年１,１７４、令和元年１,８７４  

令和２年３,６３７、令和３年４,１４９ 

⑤ SNSによる情報発信 

  Facebook、インスタグラムを活用して空き家の情報や、相談会への参加、セミナー 

開催についての情報発信をしている。 

 

（２）見る・体験をする 

①移住・定住施設 

  天草市の現地見学や空き家の内覧、また空き家改修の間や就業先が決定するまでの

期間などニーズに応じて短期・長期で利用出来る施設（全６棟） 

短期：かねやき倶楽部（１棟） 

   利用期間：１泊～２週間以内（最大１ヶ月まで可能） 

   費用：大人２,０００円/１泊 小人１,０００円/１泊 

＊寝具利用は別途２００円/１組 

長期 ダーチャかねやき（５棟） 

   利用期間：１ヶ月～１年以内（最大３年まで可能） 

   費用：３０,０００円/１月 

   ＊浄化槽維持管理料３,０００円/棟 

   ＊その他光熱費等（利用者負担） 

②移住体験ツアーの開催 

  天草市の現地を実際に訪れ地域の風土を体験するために開催。令和３年度からは 

  農業、漁業体験や空き家の見学など現地をより深く知る内容を開催している。 

  参加状況：令和元年３組（６人）、令和２年６組（１４人）、令和３年８組（１１人） 

 

（３）移住定住する 

①空き家活用事業補助金 

  空き家等情報バンクに登録してある空き家の所有者（家主）、又は、購入及び賃借し

た者（移住者）が空き家を居住のために改修する経費等を支援する。 

補助割合：対象経費の２分の１以内（上限１００万円） 

＊家財道具の処分や搬出のみ２分の１（上限２０万円） 

空き家バンク登録物件数：平成２０年（制度開始）～令和３年まで７４４件 

  

補助金活用件数                      （交付額単位：千円） 

年度 平成２９年 平成３０年 令和１年 令和２年 令和３年 

件数 １６件 ２１件 １６件 ２３件 ３２件 

交付額 ９,８６５ １１,１３１ ９,５７３ １１,１４４ １４,９８８ 

②定住促進奨励金 

 移住後３ヶ月経過した者に地域商品券を公布する。 

 ＊一人世帯：１００千円、二人以上世帯：２００千円 

③移住支援金 



 

 

 東京２３区からの移住者で一定の条件（対象となる中小企業等に就職等）を満たす者

へ交付（熊本県の補助金も含む） 

*一人世帯６００千円、二人世帯：１,０００千円 

移住支援金活用件数：令和３年度１世帯（２人）１,０００千円（テレワークに就業） 

④移住・定住コーディネーターの活用 

平成２７年度より天草市へ移住された方を「移住・定住コーディネーター」として任

用し、移住希望者等からの相談対応、移住者の移住後のフォロー、空き家バンクに登

録する物件の調査などを行っている。現在３人を任用している。 

⑥ 移住・定住サポーターの活用（令和元年度より開始）  

団体：公共的な団体や移住者向けのサービス提供が可能な法人を登録している。 

      登録数：６団体 

個人：移住：定住コーディネーターのサポートを担う方を登録している。 

       登録数１２人 

 

（４）天草市の今後の課題と活動について 

①ふるさと住民登録制度 

ふるさと住民登録制度として、天草市にゆかりのある方を登録し天草市の魅力を PR

すると共に登録者が自らのスキルで天草市のためにできることを地域とつなげる事で

新たな地域づくりの形を構築する。登録者数５０４人（令和４年３月現在） 

②天草市人脈地図 

天草市出身者などゆかりがあり、高いスキルを持つ方を紹介してもらい人脈地図とし

て登録し登録者には紹介者を介して市の施策への助言や協力をお願いする。                                               

③校歌ラジオ番組放送 

天草郡市退職校長会、熊本県２市１町 

天草ケーブルテレビで実行委員会を組織し、天草地域１５１校の小中学校校歌を放送。

番組の中「ふるさと便り」コーナーふるさとの会や市内高校同窓会やふるさと住民と

愛郷心の釀成、産品の PRを行っていく。 

④地域おこし協力隊 

任用者数 １３人（H２９年度から R４.４.１現在） 

ミッションとして、地域資源の掘り起こし・産品の販路拡大・天草陶磁器の普及拡

大・観光 PR・道の駅開業・イベント検証・空き家利活用などが課題としてあり、これ

からの取り組みである。 

【所感】 

Ａ 

・天草市の人口はピーク時（１９５０年）の人口の５０％以下である。近年も人口減少の

勢いは止まっておらず、人口減少の危機感はわれわれの想像を絶するものであると思う。

天草市の定住対策から「やれることはなんでもやる」という必死さが伝わってきた。 

天草市にとって希望が持てることは、温暖な気候と市の知名度の高さだと思う。それを

うまく利用して定住促進に繋げている。定住対策は各地の実情にあった施策が必要であ

ると感じた。 

Ｂ 

・天草市の移住定住対策の取り組みの中で赤穂市と違う取り組みは、平成２７年度より天

草市へ移住された方を移住定住コーディネーターとして３人任用し移住希望者の相談対

応や移住者の移住後のフォロー、空き家バンクに登録する物件調査などを行っているこ

とである。 



 

 

・移住促進施設も６棟あり移住体験ツアーでは、今人気の DIY体験型により現地をより深

く知る内容で開催されている。平成２０年から令和３年で４３７組８２４人天草市に移

住されている。知名度の違いはあるが赤穂市においてもコンパクトシティとして戦略を

立て移住定住促進の参考とすべきと感じた。 

Ｃ 

・天草市の定住促進策は、人口減少という問題に対して積極的に取り組んでいる姿勢が好

ましいと感じた。特に、「住宅支援」や「移住・定住サポーターの活用」など様々な支

援が充実している。総合的な視野での取り組みが多数あることが印象的である。これら

の施策が効果的に実施されることで、天草市の魅力がより多くの人々に伝わり、定住者

の増加につながっているのだと思った。 

Ｄ 

・移住定住支援について説明を受けたが驚きが多かった。平成２０年度から令和３年度ま

での移住者数実績で４３７組、８２４人である。移住者数では平成２９年度が最も多く、

１０６人である。平成３０年度も１００人と市の支援制度の効果が見られる。本市でも

定住支援策を検討すべきと考える。 

・天草市は首都圏等での移住相談やオンライン移住相談、移住定住サイトの運営、SNS に

よる情報発信等により、関東圏からも多くの移住者が多い。年齢も２０歳から３９歳が

最も多く、その次に定年を向かえた６０歳以上の人が多い。これは SNS 等による宣伝効

果があったようだ。 

移住体験施設も６棟あり、見て体験した方々の移住定住効果が現れていた。 

赤穂市においても、ＤＭＯでの移住定住支援の見直しが重要と考える。 

【説明職員】 

天草市地域振興部 参事 鶴岡 将 

天草市地域振興部 課長 大石 明彦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

視察先：長崎県長崎市（令和５年２月９日（木曜日）１０：００～１２：００） 

【視察目的】長崎市ＤＸ推進計画について 

以下「」内のゴシック文字の文章は AI（ChatGPT）によって生成されたものである。 

※二重取り消し線は削除部分、アンダーラインは加筆部分である。 

 

「私達は、長崎市の DX（デジタルトランスフォーメーション）推進について視察を行いました。

この視察は、長崎市がどのようにデジタル技術を活用し、市民サービスの向上や地域の発展

に貢献しているかを学ぶために行われました。 

 

長崎市は、令和３年度から DX を推し進めるために情報政策推進室を新設し、組織横断的な

連携を図るなど、市長直下の組織としてデジタル化に積極的に取り組んでいます。 

視察では、市内の施設や市役所を訪れ、デジタル技術がどのように導入されているかを実際

に見学しました。また、市のDX推進計画や各種政策についての説明を受け、その効果や今後

の展望についても学びました。 

 

長崎市の取り組みは、市民ニーズに合わせたサービスの提供や地域の魅力向上に向けた施策

など、多岐にわたっています。 

 

私たちも、長崎市の取り組みを参考に、地域課題の解決や市民サービスの改善に向けて、デジ

タル技術を活用した取り組みを進めていくことが必要であると考えました。」 

 

上記の文章を読めば AIの可能性と、現時点での限界も感じることが出来ると思う。 

DXの活用は市民の情報の取得と発信を容易にする効果が期待される。このことは市民と市

の職員との意思疎通を容易にし、また、これによって職員が「単調な繰り返し作業」「感

情労働」から解放され、本来の業務に集中できる可能性もある。 

 

私としては積極的に AIを含む DXの利用を推進するべし、との立場から以下の【説明内容】

の文章も AI（ChatGPT）を使用して作成した。 

文章の生成は、会議録の音声データを AIで文字に起こし、それを AI（ChatGPT）に読み込

ませた後、要約の指示を出すことによって行っている。 

※上記文章と同様に二重取り消し線は削除部分、アンダーラインは加筆部分である。 

 

【説明内容】 

説明前半（取組の概要） 

長崎市は、令和３年度からデジタル化を強力に推進するために、情報政策推進室を新設し、

DX 推進計画を策定している。DX 推進計画は、「暮らし×デジタル」、「交流×デジタ

ル」、「行政×デジタル」の３つの領域に分かれ、それぞれに対する重点取り組みが定め

られている。 

 

「暮らし×デジタル」の重点取り組みは、子育て世帯をサポートし、コロナ禍下で負担が

大きくなっている子育て世帯をデジタル化で支援することである。 

また、「交流×デジタル」の重点取り組みは、地域資源をデジタル技術で磨き、町の魅力

を発信し、新たなサービスで人を呼び込むことである。 

そして、「行政×デジタル」の重点取り組みは、市役所のスマート化である。市自らがデ

ジタル化を進め、利用しやすいサービスを提供することで、スマート市役所に変革する。 



 

 

 

情報政策推進室は、市の組織の中で、DX推進計画を統括総括する部局部長級の情報政策管

理官監を配置し、組織横断的に関係部局との連携を図る。また、長崎市 DX 推進本部を設

置し、DXに関する政策の総合的な推進および調整を目的に、市長町を本部長に副市長を副

本部長、各部局長を本部員とする。これらの取り組みにより、庁内の DX 推進体制を強化

している。 

 

DX関連事業については、各所管課で事業実施検討を行い、情報政策推進室が連携支援を行

っている。また、DX何でも相談室を設置し、職員の業務効率化等に係る相談にも対応して

いる。 

 

令和４年度の長崎市の DX 関連事業の事業総額は１１億２２４８万８０００円で、そのう

ち一般財源は３億３６９７万５０００円、一般財源以外の財源が７億８５５１万３０００

円となっている。その内訳の主なものは新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金 で７億７１９万５０００円である。は、デジタル田園都市国家構想推進交付金、地域

デジタル化推進費、その他特定財源などである。また、これとは別に地域地方交付税（地

域デジタル社会推進費）として約２億２０００万円の措置がなされている。長崎市は、国

や県に財源の確保を要望し、有利な補助金の確保に努めている。ただし、新型コロナの臨

時交付金の有無によっては、DX関連事業に対する財源確保に課題が生じる可能性がある。

これに対して、長崎市は中長期的な視点で取り組みを進めていく必要があると考えている。 

 

説明後半（具体的な取り組み） 

 

長崎市の令和４年度の取り組み状況についての報告によると、以下のような取り組みが行

われている。 

 

・長崎市は、デジタル化に取り組み、行政サービスの向上を図っている。 

 

・マイナンバーの普及促進のため、地元特産品が当たるキャンペーンを実施した。 

 

・都市計画情報や道路情報などをインターネット上で閲覧できるサイトを公開し、防災な

どの行政情報も拡充している。 

 

・総合窓口システムを導入し、市民が事前にスマートフォンで申請書を入力し、窓口で QR

コードで読み取り手続きを済ませることができるようにした。 

 

・各種タブレットを導入し、自治会からの報酬補修改修要望や危険箇所の通報などのデー

タ管理をペーパーレスで行っている。 

 

・東芝 DigitalSolution 株式会社と協力して、契約事務のデジタル化を進め、収入印紙額

の削減や事務量の削減などの効果が見込めた。 

 

・テレワークの推進のため、市内にサテライトオフィスを整備することとしている。 

 

・全庁の DX を牽引できる人材を育成するための職員育成プログラムを開始しており、知

識の向上を図るためのオンライン動画学習や実務に活かすためのワークショップを開催



 

 

している。 

 

・令和５年度には、情報システムの標準化共通化とキャッシュレス化の推進に取り組む。 

 

・高齢者のスマートフォン活用をサポートする人材の育成や、子育てアプリの導入構築、

市のホームページのリニューアルについても検討を進めている。 

 

・その他の取り組み：地理情報システム GIS の構築、総合窓口システム導入、学校での

ICT 支援員の増員、保護者への ICT 支援のための「ヘルプデスクギガスクール運営支援

センター」の設置、被爆の実相を伝える XR コンテンツの作成、観光案内所にタブレッ

ト端末を設置しチャットポットによる質疑応答形式の観光案内を行う、等がある。 

 

【所感】 

Ａ・令和３年度から令和６年度の「DX推進計画」の重点目標の取り組みの中で、スマー

ト市役所基盤作りとして、自宅や職場から様々な手続きやサービスが利用できる、窓

口での負担を軽減する取り組み（総合窓口システム）は複数の手続きができ、何度も

同じ内容を書かずに済むように行政手続きのオンライン化がなされていた。赤穂市に 

おいても総合窓口のオンライン化は検討すべきと感じた。 

・離島における遠隔診療の施策は、赤穂市にある各地域の診療所で遠隔診療が出来るな

ら検討をするべき事案と感じた。 

Ｂ・契約書の作成・保管にブロックチェーンの技術を使っているのに驚いた。このような

技術が実際に使われるのはまだ先であると思っていたからだ。 

・長崎市は赤穂市の１０倍ほどの人口の市である。ＤＸに関しては投資額も大きい。赤

穂市としてはこのような技術は、先進市の状況をしっかり見た後に導入していけば良

いと思った。ただ、近い将来、現在長崎市で行われていることが赤穂市でも行われる

のは確実であると思われる。その意味で今回の視察は意味があったと思う。 

Ｃ・ＸＲコンテンツの制作や、観光案内所でのタブレットの設置は観光の活性化につなが

る良い取り組みだと思う。 

・総合窓口システムの導入は自治体のサービス提供の効率化や向上が期待できる。 

・また、高齢者対策、ＩＣＴ支援員の増員、ヘルプデスクの設置など、情報機器の扱い

が不得意な人への配慮も行われていた。赤穂市では長崎市のような予算規模では実行

できないと思うが出来ることから徐々に手を付けていくということが大事であると思

う。 

Ｄ・DX推進に取り組むことは、現代社会における不可欠な取り組みであると感じた。 

特に、コロナ禍による非対面やオンラインでの取引が増加している中で、市民の生活 

を支えるためにもデジタル技術を活用することは重要である。長崎市が DX推進に力

を入れることで、市民にとっての利便性が増すと思う。 

・遠隔診療については赤穂市でも検討しても良いのではないだろうか。 

 

【説明員】 

長崎市 情報政策管理監 樋口成一 

    情報政策推進室 室長 中野 尚志 

      〃     係長 黒田 章徳  

      〃     係長 梁瀬 誠 
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